














た住宅・土地統計調査※１では 空き家の総数は約 846 万戸で、平成 25 年度調査から約 26
万個増加し、空き家率※ 2 は 13.6％と過去最高を記録した（図 1）。野村総合研究所によると、
「このまま空き家の除去や有効活用が進まなければ 2033 年の空き家率は 25.2％に上昇す

























ある。1988 年から 2018 年までの 30 年間かけて空き家は 452 万戸増加した。
　空き家の種類ごとの内訳を見ると、「賃貸用の住宅」、「売却等の住宅」、「二次的住宅」
は減少傾向にあるが、「その他の住宅」は 1998 年から 2018 年までの 20 年間で 9.3％割合













　愛知県では、1963 年から増加傾向にあった空き家戸数が 2018 年に初めて減少に転じ、
前回調査から 3 万戸減の 39 万戸となった（図５）。
　空き家の種類の内訳をみると、日本全国より「賃貸用の住宅」の割合が高く、日本全国
が 50.9％に対して愛知県では 58.8％となっている。一方で、「その他の住宅」の割合は低く、
36.1％と日本全国とは 5.0％の差があった。しかし、戸数に注目すると、空き家数は 42 万













　平成 28 年の人口移動調査※ 5 によると、出生県から移動し、調査時点で出生県に戻って




































関する実態調査（2019 年度）」の中で、2015 年 4 月から 2017 年 9 月までに実態調査をし
ていた 69 自治体の調査の手法について「調査事項・調査対象地区・調査対象とする住宅・
調査の担い手」の 4 項目から調査の手法について整理している（図 10）。各自治体によっ
て多様な手法で実態調査が行われているが、その一例として、岐阜県 Y 市で実施した空
家調査の内容を紹介する。
　Y 市は人口 2.7 万人程度の岐阜県西部に位置する自治体である。岐阜市の北側に隣接し、











認するとともに外観調査を行った。調査項目を 4 つ (A. 建物保安、B. 衛生状態、C. 周辺環
境への 影響、D. 周辺への生活保全 ) に大別し、各調査項目ごとにチェック項目記載した






























済みであり、今後設置予定の地方公共団体を含めると 4 分の 3 以上の市町村が空き家バン
クを設置することになる（図 14）。運営者は自治体や N P O 団体等場所によって異なるが、
成功している空家バンクは地域の不動産業や協力者と連携して物件を探し、移住者や転居
者に対して生活支援や就労支援を行なっている。しかし、多くの空き家バンクは登録して














新たな契約形態として、 2014 年 3 月に「個人住宅の賃貸流通を促進するための指針〈II〉 ( 賃
貸借ガイドライン )」※ 8 を発表した。借り主が費用を負担して修繕や模様替えを行い、退













院大学の学生が主催する「K U G 空
き家プロジェクト」では、シェアハウ
スの借主や学生、地域が一緒になって

































※ 1 総務省統計局実施「平成 30 年度住宅・土地統計調査結果」より
※ 2 空き家率とは、総住宅数に対する空き家数の割合のこと。
※３第 276 回メディアフォーラム「2030 年の住宅市場と課題 ? 空き家の短期的急増は回避できたものの、
長期的な増加リスクは残る ?」株式会社野村総合研究所
※ 4 愛知県の住宅・土地調査「調査結果概要」PDF ファイル参照
※ 5 国立社会保障・人口問題研究所実施
※ 6 滅失住宅の平均築後年数の国際比較は国土交通省の推計によると、日本が 32.1 年（滅失住宅の平
均築後年数の国際比較より算出）、アメリカが 66.6 年（U.S.Census Bureau「American Housing 
Survey 2003、2009」　（データ：2003 年、2009 年）、イギリスが 80.6 年（Communities and Local 




※ 7 一般財団法人 土地総合研究所 「空き家バンクの目的・現状・課題」より引用





六原まちづくり委員会 + ぽむ企画著「空き家の手帖 - 放っておかないための考え方・使い方」
